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1.はじめに

　2011 年東北地方太平洋沖地震による千葉県
浦安市の液状化被害が大きく報道されたことも
あり，液状化に対する関心が高まっている．液

状化被害が起こる条件としては，緩い砂質土で
あること，地下水位が高いこと，粒径がそろっ
ていることの３つが主としてあげられるが，こ
れらはいずれも地盤条件が主な要因となってい
る．したがって液状化を予測するにあたっては
地盤情報が非常に重要である．
　一方，八戸地域においては，地盤情報DBが
構築されたことにより，地盤情報を容易に入手
することが可能となった．八戸地域も過去に液
状化被害が報告されており 1），液状化の危険度
を予測することにより今後の液状化対策等に役
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立つと考えられる．
　本研究では，八戸地域地盤情報DBに収集さ
れている 2507 本すべてのボーリングデータに
対して簡易な液状化判定を実施し，八戸地域の
液状化危険度（被害可能性）の空間的分布を把
握する．なお，液状化判定を行う目的ではなく
各種公共事業のために実施された地盤調査結果
を収録した地盤情報DBにおいては，液状化判
定を行うためには限定された情報しか無い場合
も多い．このような制約条件の基で，地盤情報
DBを液状化判定に利用する場合の課題につい
ても検討する．

2.道路橋示方書を用いた液状化判定法

　液状化危険度の判定を行うにあたって液状化
の流動力の計算には液状化指数PL が用いられ
ており，PL 値の算出には道路橋示方書同解説
V耐震設計編（平成 8年）2）に基づいて行った．
PL 値の計算式を以下に示す．

（１）

ここで，FL 値は各土層の液状化安全率を表し
ており，動的せん断強度比Rと地震時せん断
応力比Lにより，

（２）

と表される．ただし，FL ≧ 1 の場合は FL=1 と
する．また，W(z) は各層の深さによる重み係
数であり，次式で表される．

（３）

ここで，zは深さ方向の座標である．

2.1地震時せん断強度比 Rの算出法
　地震時せん断強度比Rは下式より算出する．

（４）

Cw は地震動特性による補正係数，RL は繰返し
三軸強度比である．RL については，実際に各
層の繰返し三軸試験を実施して決定することが
望まれる．ただし，ここでは既存の地盤情報を
用いるため，地盤情報には必ず含まれるN値
を用いた以下の式で算出することとした 2）．

繰返し三軸強度比RL の算出

（５） 

Na ＜ 14 の時、上段式
Na ≧ 14 の時、下段式

ここで，Na は砂質土の場合には次式を用いる．

（６）

（７）

（８）

（９）

また，礫質土の場合には次式を用いる．

（10）

Nは標準貫入試験から得られるN値，N1 は有
効上載圧 1.0kgf/cm2 相当に換算したN値，Na
は粒度の影響を考慮した補正N値，C1 および
C2 は細粒分含有率によるN値の補正係数，FC
は細粒分含有率（％），D50 は平均粒径（mm）
である．
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2.2地震時せん断応力比L の算出法
　地震時せん断応力比 Lは以下の式より算出
する．

（11）

ここで，khc は設計水平震度であり，次式で表
される．

（12）

（13）

ここで，khc0 は標準設計震度であり，地震動タ
イプと地盤種により決定する．各地震動タイプ
と地盤種による標準設計震度 khc0 を表 1 に示す．
また，dは地震時せん断応力比の深さ方向の低
減係数である．

　地震動タイプ別は，タイプ Iは発生頻度の低
いプレート境界に生じる大規模な地震動，タイ
プⅡは内陸直下型地震による地震動となる．地
盤種の決定は現地実測からの地盤の特性値TG
（s）により求めるのが最も良いとされているが、
2000 点を超える地点について実測調査を行う
ことは現実的には難しい．したがって，本論文
では道路橋示方書V耐震設計遍による分類方
法を用いる．分類はそれぞれ，I 種は良好な洪
積地盤および岩盤，Ⅲ種は沖積地盤のうち軟弱
地盤，Ⅱ種は I種およびⅢ種のいずれにも属さ
ない洪積地盤あるいは沖積地盤とする．
　また，σv は全上載圧，σ′v は有効上載圧であ
り，それぞれ，以下の式で表される．

（14）

（15） 

ここで，Khc は地震時保有水平耐力法に用いる
設計水平震度，γt1 は地下水面より浅い位置で
の土の単位体積重量（tf/m3），γt2 は地下水面
より深い位置での土の単位体積重量（tf/m3），
γ′t2 は地下水面より深い位置での土の有効単位
体積重量（tf/m3），hwは地下水位の深さ（m）
となる．
　なお，ここで道路橋示方書に基づいて行う液
状化判定においては，Lは設計水平震度に対応
するせん断応力比であり，算出される FL 値は
設計水平震度に対する危険度を表すことになる．

2.3パラメータの決定
　通常，地盤情報データベースに収録されてい
るようなデータにはN値は必ず含まれている
が，単位体積重量などは含まれていないものが
多い．ここでは，本研究で行った液状化判定に必
要な不明なパラメータの決定法について述べる．
　単位体積重量の決定に関しては，基本的には
地盤情報DB内にある土質試験結果を用いて決
定するが，土質試験結果が含まれないボーリン
グデータも多い．その場合地盤情報DB内に存
在する土質試験結果を取り出し，N値と単位体
積重量の関係について土質区分毎に近似曲線を
作成しN値から単位体積重量を決定すること
とした 3）．
　図 1～図 4に砂，シルト，粘土，その他のN
値と単位体積重量の関係を示す．
　また，地下水位は，液状化判定結果に大きな
影響を与えるが，地下水位の表記されていない
柱状図に関しては周辺のボーリングデータに示
されている値を使用した．
　柱状図に表記されている土質区分については，
調査した各技術者によって表記の仕方が異なる

表１ 標準設計震度 khc0

地震動タイプⅠ 地震動タイプⅡ

地盤Ⅰ種 0.30 0.80

地盤Ⅱ種 0.35 0.70

地盤Ⅲ種 0.40 0.60
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が，その点についても周辺のボーリングデータ
を参照し同じ層であると判断できるものは統一
することとした．その他，粘土のような明らか
に液状化しない土質には非液状化層の設定を
行うが，砂質ロームや砂混じり火山灰といった
判断が困難なものに対しては液状化層として計
算することとした．本研究で非液状化層と設定

図 1　N値と単位体積重量の関係（砂）

図２　N値と単位体積重量の関係（シルト） 図３　N値と単位体積重量の関係（粘土）

図４		N 値と単位体積重量の関係（その他）
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した土質は粘性土，ローム，火山灰，有機質土，
腐植土となっている．
　八戸地域で最も被害が大きいと想定される地
震は，三陸沖北部を震源とする海溝型の固有地
震であり，地震動はタイプ Iとした．また，八
戸地域の多くは，沖積平野であり，N値が低く
軟弱であるため地盤種はⅢ種とした．これらの
ことから，標準設計水平震度 khc0 は 0.4 を用い
る．また地域別補正係数 Cz は 1.0 であり，地
震動特性による補正係数Cw は 1.0 となる．

3.液状化危険度分布

　上記の方法によって，各ボーリングデータを
用いて各地点の液状化指数PL を算出した．
表 2 2），表３に液状化可能性の判定基準を示す．
また，計算したPL値の空間的分布を図5に示す．
　同図から八戸地域については，市内中心部を
中心に液状化指数 PL の値が高く，液状化危険
度の高い場所が多いことがわかる．特に市内を
流下する 2河川（馬淵川，新井田川）の河川敷
に沿って PL 値 40 以上の大きな値が分布して
いる．これら地点の状況を考えると，人工的に
構築された堤防部を除けば河川堆積物によって
形成された氾濫原であることは明らかで，地盤
の緩さ，地下水位の高さがこれらの結果に結び

ついたと考えられる．その他では河原木地区，
沼館 ･ 城下地区に PL 値 40 以上の地点が多く
見られこれらの地域も氾濫原の沖積低地である．
これらの結果より，八戸地域の液状化危険度の
空間的な分布は，相対的には概ね妥当なものと
判断される．
　図 5に液状化指数 PL の大きさごとの割合を
示す．図 6および表 2より液状化の危険度が極
めて低いと考えられる地点は 30％，構造物に
よっては液状化の影響が出る可能性が考えられ
る地点は 23％，そして激しい液状化が予測さ
れる地点は 47％となった．このことからも八
戸地域は液状化危険度の非常に高い地域である
ことがわかる．
　図 7に各地区の代表的な簡易柱状図を例とし
て示す．河原木・城下・新井田地区といった液
状化危険度の高い場所が多く分布する地域では，
表層に近い場所で緩い砂質土が堆積しており，
地下水位も約地下 1mと浅い位置にあることか
ら液状化危険度が高くなる．液状化危険度の低
い新湊・白銀・長者地区においては表層に近い
部分まで八戸地域特有の八戸ローム等の細粒土
が堆積している傾向にある．新湊地区を始めと
して，海岸線に近い部分が PL 値が大きい訳で
はないことがわかる．周囲の PL 値の低いエリ
アにおいてもPL 値が非常に高い場所が存在し
ている．これは，ボーリング調査を行った各技
術者ごとに土質区分の表記の仕方が異なるなど，
柱状図の精度に課題がある．特に，ここで行っ
た解析方法においては，液状化層とするか非液
状化層とするかによって，判定結果が大きく変
わる可能性がある．したがって，八戸地域の場

表２　液状化可能性の判定（その１）

15 ＜ PL 液状化危険度が極めて高い

５ ＜ PL ≦ 15 液状化危険度が高い

PL ≦ ５ 液状化危険度はかなり低い

　表３ 液状化可能性の判定（その２）

0～ 5 液状化被害はほとんどなし，被害なし
5～ 10 液状化の程度は小さい，構造物への影響はほとんどない
10 ～ 20 液状化は中程度，構造物によっては影響の出る可能性がある
20 ～ 35 激しい液状化，噴砂が多く，直接基礎の建物が傾く場合がある
35 以上 非常に激しい液状化，大規模な噴砂と構造物の被害
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合にはロームやしらす・火山灰などの火山堆積
物の分布状況を詳細に検討し，土質区分を精査
する必要がある．また，火山灰質砂質土等の地
域特有の土については，液状化強度等について
不明な点が多く，その地震時の力学的特性を実
験等により検討する必要がある．
　以上より，液状化危険度の計算において，主に
柱状図の精度に基づく多少の誤差は含まれてい
ると考えられるものの，液状化危険度の相対的
な空間分布は妥当な結果を示しているといえる．

図５	液状化危険度の分布

図６	液状化危険度の割合

～

～

～

～

～

～

～

～
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図７	各地区の簡易柱状図

図８		震度 5の時の液状化危険度の分布	

図 10		震度 6の時の液状化危険度の分布

	図９		震度 5.5 の時の液状化危険度の分布

図 11		震度 7の時の液状化危険度の分布
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4.地震動の規模を考慮した液状化危険度分布

　前章までで示した手法によると，設計水平震
度に基づく液状化危険度が得られるだけで，ど
の程度の地震動で液状化するかについて判断す
ることができない．八戸地域における設計水平
震度に相当するような地震動の発生は，1968
年十勝沖地震まで遡る．液状化現象は，1964
年新潟地震において始めて着目されたため，
1968 年十勝沖地震における液状化被害の記録
は少ない．したがって，上記の液状化危険度分
布の妥当性を詳細に検討することは難しい．そ
こで，本章では，地震時せん断応力比 Lに地
震動の規模を反映するために，童らの計測震度
から SI を求める式 4）と，SI から Lを算出する
安田らの式 5）を用いて液状化危険度を再計算
した．式（16）に童らの式，式（17）に安田ら
の式を示す．
また，これ以外の方法，パラメータは道路橋示
方書によるものと同じである．

（16）

（17）

　　　　　I：震度
　以上により，震度 5，震度 5.5，震度 6，震度 7，
の場合について液状化危険度の分布図を作成し
検討を行う．
　再計算した結果を図 8～図 11 として各震度
毎の液状化危険度の分布を示す．
　震度 5及び震度 5.5 においては液状化の可能
性を示す PL 値がほとんど 5以下であり，危険
度はかなり低い．これに対して震度 6ではこれ
以下の震度に比べて急激にPL 値が大きくなる．
多くの地点でで PL 値 20 以上の値となってお
り，PL 値 30 を超える値も多く見られるように
なる．震度７についてはさらに全体的に PL 値
が高い値となっている．
　2011 年の東北地方太平洋沖地震においては
震度５強とされているが，八戸市内においてほ

とんど液状化の被害は発生していない．一方で，
1994 年三陸はるか沖地震においては八戸市で
震度６とされており，広範囲で液状化被害が発
生したことが報告されている．したがって，本
研究で算出した液状化危険度は，実際に八戸地
域で経験した過去の地震による液状化被害と概
ね合致している．
　これらの状況を考えると，地震動の特性によ
る影響は無視できないものの，震度階で言えば
震度 6程度が閾値となり，この地域での液状化
被害の大まかな目安であると考えられる．

5.まとめ

　本論文では，八戸地域地盤情報 DBを利用
して八戸地域の液状化危険度の分布図を作成
し，空間的分布の把握を行った．液状化危険度
の高い場所が多く分布する地域では，表層に近
い場所で緩い砂質土が堆積しており，地下水
位も約地下 1mと浅い位置にあることがわかっ
た．これに対し液状化危険度の低い地域におい
ては，表層に近い部分まで八戸地域特有の八戸・
高舘ローム等の細粒土が堆積している傾向にあ
る．また，海岸線に近い部分では PL 値が大き
い訳ではないことがわかった．八戸地域全体を
広域的に見ると，特に馬淵川と新井田側沿いと
それらに挟まれた地域では，表層付近に緩い砂
質土が堆積し地下水位が高い場所が多く，液状
化危険度が大きい地域が広く分布している．ま
た，液状化の発生は，地震動特性にもよるが震
度 6を境に急激に増加する可能性がある．八戸
地域で予想される三陸沖北部を震源とする固有
地震においては，震度 6程度の地震動が想定さ
れており，液状化に対する対策を検討・実施す
ることが必要であると言える．
　今後，危険度分布図と過去の被害状況の個別
の比較検討や，ボーリングデータの土質区分の
精査により精度の向上を計りたい．また，地域
特有の火山由来の土質の液状化強度特性を実験
により把握することが必要である．
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要　旨

　地盤の液状化現象の予測を行う上で，地盤情報が非常に有用である．八戸地域にお
いては 2009 年に地盤情報DBが構築され，これまでより比較的容易に地盤情報を入
手することが可能となってきた．本論文では，地盤の液状化危険度の予測が今後の液
状化対策等に役立つと考え，八戸地域地盤情報DBに収集されている 2507 本のボー
リングデータに対し液状化判定を実施し，地点毎にプロットすることにより八戸地域
の液状化リスクの空間的分布を把握する．併せて震度別による比較計算を行い検討し
た．その結果，空間的に概ね妥当な結果が得られたが，いくつかの課題が挙げられた．

キーワード	:	液状化危険度の分布，液状化判定，八戸地域地盤情報データベース，
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